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　　（２）法律案の主要内容
　　 　許可主義，商品説明義務，15日以内の取消可能，金融委員会は最低価格を算定して買取会社
に提供，生命保険契約の締結後５年以内の契約は原則として買取禁止，保険会社は特別の自由
がない限り買取会社に対する同意を拒絶できない。
　４．国会専門委員の検討報告書：中立的立場
　５．国会政務委員会
　 　2010年２月18日国会政務委員会で提案者である朴仙淑議員は他の案件が多いし，時間が不十分
であるとの理由で法律案の口頭提案説明を省略し，書類提案に替えるとした後，より深い議論が
なされないまま2012年５月29日に第18代国会の任期満了となってそのまま自動廃棄されてしまっ
た。
Ⅲ　展望
　韓国における買取制度の導入は特別な契機がない限り，近日中の立法は行われない見込みである
が，導入をめぐる買取制度に関する議論は今後も続くだろう。
　立法案まで出された買取制度が導入されなかった理由としては，買取制度に関する十分な理解が
ないまま立法案が提案されたこと，外国の立法例と実施事例に関する十分な検討が行われなかった
こと，導入の副作用により人為的事故の発生可能性が高くなると指摘する見解が多かったこと，韓
国の保険会社は買取市場の登場により保険会社は保険金支給機会とか支給金額が増えることで資金
上の圧迫要因となるだろうと主張していること，買取市場の導入が必要であると説得する力が不足
していること，韓国における買取制度の問題は単純に個人が資金需要を充足する方向性でのみで検
討されていたこと，などがある。
　生命保険の財産性，証券化の必要性，単に生活費とか治療費などを確保することより子供の結婚
経済的自立などから，これ以上保険契約を維持しながら遺族を保護する必要性はなくなったなど，
買取を希望する多様な理由に基づいて買取の必要性のような様々な要因に伴う具体的な議論を今後
も引き続き行う必要があると思われる。
【後記】
　本報告レジュメは，2015年12月４日に開催されたプロジェクト研究スタッフセミナー（アジア文
化研究所共催）における報告レジュメを日本訳したものである。
